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は じめ に
本稿の目的は,1910年代における地方都市近郊の-集落における農家の生
産と消費生活の実態を明らかにする一環として,当該集落農家の1917年10月
から翌年9月までの1年間の所得構造の特徴を考察するものである｡
対象とするのは島根県八束郡大庭村大字大庭字黒田畦と呼ばれた集落であ
る｡当時の黒田畦は,全28戸のうち25戸が農家であり,松江市の近郊農村集
落として,読菜 ･花井などを中心に∴近隣都市住民への販売を目的とする生
産を展開させつつあった(1)｡依拠する資料は,島根県農会編 ･刊 『農村及農
家模範経営事業第一回報告 黒田瞳部落調査書』(1919年刊,調査時点は
1918年,以下 『黒田畦調査書』と略す)である｡これはいわゆる町村是のひ
(1)黒田畦の概況,農家の土地所有と耕作規模,農家の生産活動については別稿で論 じ
た｡｢大正期地方都市近郊農村における農家経営一島根県大庭村貝田畦の場合-｣『岡山
大学大学院文化科学研究科紀要』第7号 (1999年 3月)所収0
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とつであるが,他の町村是には見られない特徴を有している｡その特徴は,
町村ではなく集落を調査範囲として,集落農家のほぼ全戸についての戸別の
データが記載されていることである(2)｡したがって,他の町村是を資料とし
た時には明らかにできない集落内での階層間格差を明らかにすることが可能
である｡この資料の特徴を活かすよう,本稿では,農家25戸を土地所有を主
な基準として自作型 (6戸) ･自小作型 (15戸) ･小作型 (4戸)の3階層
に分けて,各階層の所得構造の特徴と相違を把握するよう心掛けた｡
1.自家生産所得
農業だけでなく林業 ･副業をも含めた自家の1年間の生産活動によって,
黒田畦の農家は何程の所得を得ることになったであろうか｡農家の自家生産
額から支払った小作料と生産費とを差し引いたものを自家生産所得とし,こ
の金額を確認してみよう0
第 1表に,農家1戸あたりの自家生産額 ･支払小作料 ･生産費 ･自家生産
所得を整理した｡同表によると,集落農家25戸全体としては,1戸あた り
846円2銭4厘の生産額を獲得したが,228円27銭7厘 (生産額の26.9%)の
小作料を支払わねはならず,また141円97銭4厘 (同じく16.9%)の生産費を
要した｡したがって,1年間の自家生産の結果として手元に残ったのは475
円77銭3厘,すなわち生産額の56.2%であったことが分かる｡
この自家生産に関する収支計算を階層別に試みると,自作塾1戸あたり
は,生産額897円20銭8厘につき小作料16円5銭2厘と生産費209円67銭を支
出し,671円48銭6厘 (生産額の74.8%)を得たことになる｡自小作型 1戸あ
たりは,生産顎954円29銭3厘につき小作料338円32銭と生産費141円55銭5
(2) 『果EI畦調査書』の性格についてはすでに考察したQ｢大正中期農村調査報告書の-
事例,島根県八束郡大庭村｣『明海大学教養論文集』No.10(1998年12月)所収｡
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第 1表 農家の自家生産所得階層別 (1917年10月～1918年9月)
生産額(A) 支払小作料 (B) 生 産 費 (C) 生 産 所 得 (D)
1戸あたり 1戸あたりB/AX1001戸あたり C/AX1001戸あたりD/AX100
農家全体 円 円 26.9 円 16.9 円 56.2846.024 228.277 141.974 475.773
自作 型 897.208 16.052 1.8 209.670 23.4 671.486 74.8
自小作型 954.293 338.320 35,5 141.555 14.8 474.418 49.7
注 1)支払小作料は宅地借地料を含まない｡
2)支払小作料は米約分 ･金納分の両方を含む｡
3)『黒田畦調査書』より作成｡第8表まで同じ｡
厘を支出し,474円41銭 8塵 (生産額の49.7%)を得た｡小作型 1戸あた り
は,生産額363円24銭 1厘につき小作料133円95銭 5厘と生産費41円99銭 9厘
を支出し,187円28銭 8厘 (生産額の51.6%)を得たO生産額は,自作型を
1.00とするとき自小作型1.06,小作型0.40であったが,所得額は,同じく自
作型を1.00とするとき自小作型0,71,小作型0.28となる｡つまり,3階層中
もっとも多くの所得を得たのは,生産額では自小作型に及ばなかった自作型
である｡これに対して自小作型は,生産額で自作型を上まわったにもかかわ
らず,所得として手元に残し得たのは自作型の7割程度にすぎなかった｡ま
た,小作型にあっては,生産額において他の2階層との間にすでに見られた
格差を所得額においても縮小することはできず,その所得額は自小作型の4
害帽弓･自作型の3割弱にとどまった｡
このように,自家生産所得額において,自小作型が自作型を下まわり,小
作型と自作型との格差が生産額における格差より拡大する結果となった理由
は明白であるO上記の計算では,生産額から差し引かれて所得額を決定して
いるのは支払小作料と生産費である02着のうち,生産費の方はその理由と
しては挙げられない｡生産額に対する生産費の比率は,自作型23.4% ･自小
作型14.8% ･小作型12.7%であって,自小作型 ･小作型ともに自作型より低
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い｡白小作塑 ･小作型の生産費比率が自作型より高いためにこれら2階層の
所得額比率を引き下げているとは言えないのである｡したがって,もう一方
の支払小作料の存在がその理由として指摘される｡言うまでもなく,小作地
を耕作する農家にあっては生産額のうちから小作料を支払わなければならな
い｡黒田畦では,自作型に分類した農家6戸中4戸が貸付地を所有しつつ,
一方で貸付面積を上まわらない若干の小作地を耕作している.しかし,自作
型では小作料の生産額に対する比率は1.8%に過ぎない｡これはほとんど無
視できる額と言ってよいであろう｡これに比べると,他の2階層では小作料
比率がきわめて高い｡自小作型では35.5% .小作型では37.2%であるO生産
総額の3分の1余りに相当するこの小作料の大きさが自小作型 ･小作型の所
得額比率を引き下げ,そして,所得額における自作型との格差を押し広げた
のであるo
この小作料について少し述べておこう｡黒田畦における田の規定小作料
は,1反歩につき上田1.550石 (米生産量2.500石) ･中田1.200石 (同じく
2.000石) ･下田0.800石 (同じく1.500石)である(3)｡大庭村全体では,上田
1.550石 (2.600石) ･中田1.200石 (2.080石) ･下田0.800石 (1.500石)と
されている(4)O小作料は両者全く同量である｡しかし,米生産量では上田 ･
中田で黒田睦の方が若干少ない｡これは,同じく上田･中田とは言っても,
黒田睦所在の上田･中田は村のなかではやや生産力がひくいとみなされてい
たということであろう｡この推測が正しいとすれば,黒田畦所在の上田･中
田を小作する場合の小作料率は,村のなかではやや高めの設定であったとい
うことになろう｡また,黒田畦における畑の規定小作料は,1反歩につき上
畑1.000石 ･中畑0.700石 ･下畑0.400石である｡大庭村全体では,上畑0.800
(3)田の米収穫量と小作料については 『黒田睦調査書』13ページQ畑小作料についても同
じ｡
(4)田の米収穫量と小作料については 『大庭村調査書』62,81ページ｡畑小作料について
は62ページ｡
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石 ･中畑0.550石 ･下畑0.300石とされているので,黒田畦の畑小作料は村平
均より3割前後も高いということになるo『黒田畦調査書』中にこの理由に
ついて直接触れられている箇所はない｡しかし,黒田畦では畑は自作地が多
く,小作する場合は短期間で流動的であったこと,また,黒田畦の農家が販
売目的の疏菜 ･花井栽培を中心に畑の利用度を高めつつあったこと,これら
を考え合わせると,畑小作料の高さは黒田畦の畑における生産額の上昇を敏
感に反映しているものと見ることができよう｡
小作料の形態および授受の際の慣習等について,大庭村では次のようであ
ると言う｡｢小作料は田畑共に米納を普通とす稀に小作人の請求により金納
とすことあり此の場合には時価に換算して納付す小作料授受の期限は一定せ
ざれども概して秋納期より十二月中旬迄の間にして- (略)･･本村には小作
米納付に際し小作米一俵 (四斗入)に付欠米一升を添ふるの習慣あり田地裏
作は年々其作付反別を増加すと錐之に対して小作料を徴収せず小作料は-
(略)-一定せりと錐も凶作のときは小作人の申出により地主小作人立会の
上実地を臨検して相当減額をなす若し収穫皆無なるときは無田と称し地主は
全く小作料を免除することあり然れども小作人にして耕作を怠り或は施肥の
不足により不作を来したる場合には小作料減額の低度少きを常とす又畑は歳
の豊凶により小作料を減額する慣例なし小作料滞納者は概して所謂喰ひ借銭
に基因するを以て苛酷なる請求を為さざるも数年間滞納し到底納入の見込な
しと認むるに至れば其の土地を引き上ぐるに止り敢て課求することなし｣(5)0
『黒田畦調査書』に特に記述がないことから判断して,大庭村での小作料納
入の形態 ･慣習等は黒田畦にも当てはまるものであったと思われる0
第 1表では支払小作料を1戸あたりの金額で表示したが,上記の規定と慣
習にしたがって,僅少の小作地を耕作する自作型農家4戸も含めた黒田畦の
(5)島根県農会編 ･刊 『農村及農家模範経営事業第 2回報告 八東郡大庭村調査書』
(1919年刊,以下 『大庭村調査書』と略す)62-63ページ｡
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農家23戸が1917年分として実際に納入した田畑小作料総計は梗米227.9223石
と8円37銭5厘 (梗米0.335石分)であった(6)O
このように,金納が皆無というわけではないが,小作料の納入形態は圧倒
的に米納,具体的には梗米で納めるというものであった｡農家25戸車4戸で
は宅地が借地であるが,この借地料もまた,梗米で支払われていた(7)｡農家
は自家生産した梗米のうち,どれほどを小作料および借地料として支払い,
どれほどを手元に残したか,さらに販売にまわし得たのはどの程度であった
ろうか｡第2表のように,小作料および宅地借地料 ･自家用 ･販売用の三つ
第2表 農会加入農家の自家生産棟米の用途階層別 (1917年10月～1918年9月)
生産額(A) 小作料 .借地料 (B) 自 家 用 (C) 販 売 用 (I))
1戸あたり 1戸あたりB/AX1001戸あたり C/AX1001戸あたりD/AX100
農家全体 石 石 52.4 石 32.3 石 15.318.016 9.443 5.820 2.753
自 作 型 16.665 0.642 3.9 7.509 45.1 8.513 51.1
自小作型 20.447 13.561 66.3 5.926 29.0 0.960 4.7
注 1)小作型の支払小作料には上記の米約の外に1戸あたり2円79銭2厘 (梗米0.112石分)
の全納があるD
2)宅地借地料 (自小作型1戸 ･小作型2戸)も米納されているので,生産梗米の用途の
-つとして,ここでは支払小作料と合算した｡
(6)梗米納227.9223石は2件の減額があった結果の数字である｡1件は規定11.825石の
ところ1.000石の ｢立見引｣があった｡『黒田畦調査書』84ページ参照｡他の 1件は規定
3.600石のところ0.900石の減額がなされたと推定している｡後者については前者のよ
うに注記はないが,小作料支出は宅地借地料0.100石も含めて2.800石となっているの
で,田畑小作料として実際に支払われたのは2.700石すなわち0.900石の減額と考えた｡
『貝田畦調査書』12,34ページの農会非加入3号農家の箇所を参照Oまた,8円37銭 5
厘は規定1.507石のうちの0.335石分を金納としたものである｡『黒田睦調査書』45,51
ペ-ジ参照o金納はこの1事例のみであるo
(7)『黒田睦調査書』では,田畑に係わるものも宅地に係わるものも同じく小作料と記さ
れている｡しかし,宅地に係わるものは,田畑に係わるものと一応区別し,宅地借地料
とした｡
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に分けて,農会加入農家24戸の自家生産梗米の使途を見てみよう(8)｡
24戸全体では,生産量の52.4%が小作料および借地料(9),32.3%が自家乱
15.3%が販売用となるC言い換えれば,2分の1強は地主の元-,3分の1
を自家用とすると,販売にまわせる量は6分の1足らずということである｡
この数字はあくまで24戸を全体として見たときの概数ということであって,
当然ながら農家ごとに配分はすべて異なる｡とは言え,階層別に集計してみ
ると階層によって明らかな特徴が認められるので,これを簡単に整理してお
こう｡自作型では宅地借地料の支払いはな く,小作料3.9% ･自家用
45.1% ･販売用51.1%となる｡小作料はほとんど無視できる程度と言ってよ
いであろう｡したがって,他の2階層より多い1戸あたり7.509石を自家用
に確保すると,残りはぼすべてを販売にまわすことができる｡自作型6戸す
べてが販売を行ない,1戸あたり販売量は8.513石となる｡つまり,自家用に
3階層中もっとも多く振り向けると同時に自家用以上の販売を行ない得るこ
と,これがこの階層の特徴である｡自小作型では,小作料および宅地借地料
用66.3% ･自家用29.0% ･販売用4.7%となる｡生産量の3分の2を小作料
および宅地借地料に支出しつつも,1戸あたり5.926石の自家用を確保して
いる｡しかし,販売用は1戸あたり0.960石で,自作型のそれの1割強でしか
ない｡なお,販売のできる農家は15戸車6戸にとどまり,販売できる農家だ
けに限った1戸あたりの販売量は2.400石となるが,これでみても自作型の
3割にも届かない｡自家用は確保できるが販売できる農家も量も決して多く
ないというのがこの階層の特徴である｡小作型の場合は,小作料および宅地
借地料用75.3% ･自家用22.3% ･販売用2.3%となる｡生産量の4分の3を
小作料および宅地借地料に支出すると,耕作規模したがって生産量が絶対的
(8)農会非加入の1戸については自家用と販売用が明らかにできないので,この1戸を
除いた24戸分を集計したものである｡
(9)農会加入農家24戸のうち宅地が借地で借地料を支払う農家が3戸ある｡それらの階
層と借地料は,自小作型1戸 (0.450石),小作型2戸 (0.500石 ･0.400石)である｡
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に少ないため,自家用に残るのは 1戸あたり1.913石となる｡これは自作型
1戸あたり自家用の約4分の1にしか当たらないだけでなく,1年間の食料
を支えるにも不足する量でしかない｡それでも販売用が皆無でないのほ,小
作型の中ではもっとも耕作規模の大きい1戸が僅か0.600石をかろうじて販
売し得たからである｡販売用はおろか自家用の必要量さえ残せないというの
がこの階層の特徴と言わねばならない｡
自小作型 ･小作型における支払小作料の存在は,梗米をめぐる二つの階層
間格差となって現われていたO-つは販売量における格差であり,一つは自
家用すなわち食料としての消費量における格差である(10)0
第 1表に見るとおり,生産額に対する生産費の比率は,自作型23.4% ･自
小作型14.8% ･小作塑12.7%である｡自作型に比較して,自小作型の生産費
比率は明らかに低く,小作型のそれはさらに低いo生産費を各階層の所得額
を決定した2要因の一つという点で見ると,小作料が自小作型の所得額を自
作型の下位に引き下げ,小作型の所得額と他の2階層のそれとの間の格差を
拡大させるものであったのとは逆に,生産費は,自作型に対する自小作型 ･
小作型の格差を縮小させるものであったと言うことができる｡換言すれば,
自小作型は,また小作型は自小作型以上に,より少ない生産費でより多くの
生産額をあげたことになる｡これを実現した自小作型 ･小作型の生産費支出
の特徴はどのようなものであろうか｡農家の生産費構成を示した第3表を手
掛かりに見ておこう(ll)O
農家 1戸あたり生産費141円97銭4厘の構成は,土地費1.4% ･農業用建物
修繕費0.7% ･種苗費7.0% ･肥料費36.0% ･農具費3.2% ･養蚕費3.3% ･家
畜費37.3% ･副業費其の他8.8% ･雇人費2.4%となる｡肥料費と家畜費とで
生産費の約 4分の3を占めるから,生産費の節減を図るとすれば,この2老
(10)ここに言う自家用は,食料として消費されるものばかりでなく翌年用種板も含んで
いるが,大部分は食料用と考えてよい｡
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第3表 農家の生産費構成階層別 (1917年10月～1918年9月)
Il 農 家 全 体 自 作 型 自 小 作 型 小 作 料･戸あたりし比 率 1戸あたり比 率 1戸あたり比 率 1戸あたり比 率
土 地 章 円2.004 1.4 円4.850 2.3 円1.400 1.0 -
農業用建物修繕費 0.990 0,7 4.125 2.0 - -
種 苗 費 9.934 7.0 ll.943 5.7 10.636 7.5 4.286 10.2
肥 料 費 51.127 36.0 75.875 36.2 48.391 34.2 24.265 57.8
農 具 費 4.511 3.2 5.283 2.5 4.726 3.3 2.548 6.1
養 蚕 費 4.621 3.3 6.183 2.9 5.228 3.7 -
家 畜 費 52.948 37.3 79.803 38.1 55.846 39,5 1.798 4.3
副 業 費 其 の 他 12.479 8.8 12.108 5.8 13.634 9.6 8.703 20.7
雇 人 費 3.360 2.4 9.500 4.5 1.693 1.2 0.400 1.0
注 1)土地費は農地修繕 ･改良作業用の人夫賃を含む0
2)家畜費は家禽費を含むO
を焦点とせざるを得ないであろう｡
自作型 1戸あた り生産費は209円67銭で,その内訳は土地費 4円85銭
(2.3%)･農業用建物修繕費4円12銭5厘 (2.0%)･種苗費11円94銭3厘
(5.7%) ･肥料費75円87銭 5厘 (36.2%) ･農具費 5円28銭 3厘
(2.5%) ･養蚕費 6円18銭 3厘 (2.9%) ･家畜費79円80銭 3厘
(38.1%)･副業費其の他12円10銭8厘 (5.8%)･雇人費9円50銭 (4.5%)
(ll) 『黒田睦調査書』では,生産費は自家労賃 ･負債利子 ･租税公課以外の自家生産に要
したすべての費用が土地費 ･農業用建物修繕費 ･種苗費 ･肥料費 ･農具費 ･養蚕費 ･
家畜費 ･家禽費 ･副業費其の他 ･雇人費の10項目に分けて記載されている｡ただし,坐
産額の項では家畜生産額と家禽生産額とを合わせて ｢畜産｣の 1項 目とされているの
で,生産額と対応させて考える便宜上,同義では ｢家畜費｣と ｢家禽費｣を合わせて家
畜費としたOまた,1番目の ｢土地費｣の内容は土地の修繕あるいは改良用資材費およ
びその作業用人夫賃である｡なお,ここでは生産費をすべて金街で表示しているが,実
際には,自家生産物 ･自家生産物との交換 ･現金での購入という三つの形態があった｡
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となる｡他の2階層との比較で注目されるのは,比率としては決して高くは
ないが土地費 ･農業用建物修繕費および雇人費という費目での支出が認めら
れることである｡言わば農業用施設の整備に係わる,あるいは自家労働を軽
減するための支出を多少なりともしていることが自作型の特徴と言えよう｡
これに対して,自小作型の場合,1戸あたり生産費は141円55銭5厘で,そ
の内訳は土地費 1円40銭 (1.0%)･種苗費10円63銭6厘 (7.5%)･肥料費
48円39銭1厘 (34.2%)･農具費4円72銭6厘 (3.3%)･養蚕費5円22銭8
厘 (3.7%)･家畜費55円84銭6厘 (39.5%)･副業費其の他13円63銭4厘
(9.6%)･雇人費1円69銭3厘 (1.2%)となるO総額では自作型より68円
11銭5厘少なく,副業費其の他を除く全費目が自作型より少ない｡生産費全
般にわたって節減がなされているが,分けても,土地費は自作型の0.29倍,
農業用建物修繕費は0,雇人費は0.18倍であって,自作型では多少なりとも
支出の認められたこれら3費目の支出がきわめて少ない｡平均すると自作地
が耕作面積の2割ほどしかない自小作型にあっては,土地費支出の必要は少
ないにしても(12),収穫に直接は影響しない費目への支出は極力抑制されてい
たと見るべきである｡同時に,生産費支出の主要部分である肥料費 ･家畜費
についても節減されていたことは明白である｡自小作型の生産費比率の低さ
は,必要な労働は極力自家労働でまかない,主要部分の支出に工夫を凝らし
ていたこの階層の経営姿勢の現われであろうo
小作型の場合,1戸あたり生産費は41円99銭9厘で,その内訳は種苗費4
円28銭6厘 (10.2%)･肥料費24円26銭5厘 (57.8%)･農具費2円54銭8
厘 (6.1%)･家畜費1円79銭8度 (4.3%) ･副業費其の他 8円70銭3厘
(20.7%)･雇人費40銭 (1.0%)となるO生産費総額が自作型の2割,自小
作型の3割に過ぎず,費目数も自作型の9･自小作型の8に対して6と少な
(12)自作型6戸では全戸が土地費を支出しているが,自小作型にあっては15戸中2戸が
支出しているのみである0
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い｡しかも,種苗費と肥料費の2者で生産費総額の3分の2を占めており,
支出に工夫する余地のほとんどなかったことが窺われる｡ただ,副業費其の
他の比率は3階層中もっとも高い｡自小作型よりさらに低い生産費比率のも
とで,副業費其の他に8円70銭3厘 (20.7%)が充てられていることは,耕
作規模の小ささを唯一副業で補っているこの階層の経営を象徴するものであ
る｡
以上のように,自小作型 ･小作型は生産費の節減に努め,所得額における
自作型との格差を多少は縮めることができたと言ってよいoLかし,小作料
支払いが押し広げた分を相殺するまでには至らなかったのである｡生産額上
位5戸を挙げる時には5戸車4戸が自小作型であるが,自家生産所得額上位
5戸を挙げてみると,3戸が自作型 ･2戸が自小作型となる(13)0
さて,黒田畦の農家は自家生産によってどのくらいの現金を得たであろう
か,そして,それは階層によってどの程度の差があったであろうか｡この点
を明らかにするためには,さきほど触れた梗米だけでなく,自家生産物全体
の販売状況を把握する必要がある｡
大庭村の生産物販売の概況については次のように記述されている｡｢米は
本村主要物産にして十一月頃より翌年四五月頃迄の間に於て市場に搬出する
か又は仲買人に売却す粗にて貯蔵するものは翌年八九月の頃に於て調製し地
方紳民の需用に応ずるか或は金銭の必要に迫りたる時若くほ米価騰貴を見計
ひ売却す繭は概ね生繭の侭仲買人に売却し薬用人参は作付の侭製造家又は仲
買人に販売し茶は主に生薬にて松江市内製造業者に売却し野菜類は兵営及松
江市に売却し雑穀果実鶏卵等は販売方法一定せずと錐も松江市に持出すか又
(13)自家生産所得額上位5戸に入った自小作型2戸の特徴を簡単に述べようol戸は,耕
作面積中小作地が662%で黒田畦の自小作農家としては小作地率が低い,すなわち小
作料負担が相対的に小さい農家であるOもう1戸の場合は,小作地率は80.9%と自小作
型平均78.8%を下まわっているわけではない｡しかし,養蚕と林業すなわち必ずしも耕
地に依存しない分野で相当の生産額を得る経営を行なっている農家である｡
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は仲買人の来るを待ちて売却す｣(14)｡大庭村の主要販売物は米を筆頭に,
繭 ･朝鮮人参 ･茶菓 ･野菜類および雑穀果実鶏卵などが主なもので,これら
の多くは市場あるいは仲買人を通じて販売されたが,松江市への行商など農
家自らの手で販売されるものも少なからずあったことが分かる｡
こうした販売品目や販売方法は,黒田畦の農家にあっても同様であったに
違いない｡ただ,上の記述では肝心の販売数量が不明である｡第4表は,そ
の販売数量を把捉するために,自家生産物のうち販売数量の判明する農会加
入農家24戸について,版売物の種目別にその価額を整理したものである｡24
第4表 農会加入農家の生産物販売階層別 (1917年10月～1918年 9月)
農家24戸全体 自 作 型 自 小 作 型 小 作 型
販 売 敬 比 率 1戸あた り販 売 額 比 率 1戸あたり販 売 額 比 率 1戸あたり販 売 額 比 率
穀 胡 円 % 円 % 円 % 8.000(10.5) %2.207,557(40.1) 16.2254.211(63.8) 44.8 43.886(22.9) 7.0 3.0
豆 英頁 79.640(1.4) 21.9 4.197(1.1) 23.2 3.351(1.7) 22.2 1.400(i.8) 14.6
疎 や 朝 590.120(10.7) 38.2 30.462(7.6) 46.7 24.194(12.6) 34.5 14.812(19.4) 44.1
果 実 52.500(1.0) 50.4 3.792(1.0) 48.9 1.950(1.0) 52.1 0.167(0.2) 33.3
特用作物 806.230(14.7) 85.6 59.508(14.9) 85.0 29.725(15.5) 86.0 1.100(1.4) 82.1
花 井 352.300(6.4) 99.7 10.883(2､7) 98.2 16,200(8.5)100.0 14.667(19.2)100.0
雑 類 26.200(0.5) 2.0 0.333(0.1) 0.6 0.600(0.3) 1.0 5.067(6.6) 22.0
養 蚕 207.500(3.8) 96.9 ll.250(2.8)100.0 9.333(4.9) 95.5 -
畜 産 800.900(14.6) 99.8 19.517(4.9) 98.9 44.987(23.4)100.0 3.000(3.9)100.0
林 業 189.490(3.4) 37.2 1.783(0.4) 10.0 ll.606(6.0) 46.2 1.567(2.0) 18.4
副 業 186.700(3.4) 41.8 2.700(0.7) 22.5 6.033(3.1) 33.5 26.667(34.9) 76.3
生産肥料 - - - -
合 計 5,499.137(100) 26.2398.636(100) 44.4191.866(100) 20.1 76.445(100) 18.2
注 1)各欄の ( )内は販売合計額を100としたときの比率｡
2)各柵の比率はそれぞれの生産額のうち販売額の占める比率を表わす0
3)農会非加入農家の販売額は記載なく不明｡
(14) 『大庭村調査書』76ページD
-68-
大正期地方都市近郊農家の所得構造 733
戸のなかで何らかの生産物を販売しない農家はなく,同表によると,24戸全
体の販売総額は5499円13銭7厘となる｡ただし,ここに言う販売額は農家が
自ら生産したもののうちで販売にまわして得た金額を指している｡換言すれ
ば,小作料として得た米のように,他人の生産物を販売して得た金額は含ま
れていない｡畜産の場合,｢預け牛｣をして預け先で産まれた子牛を ｢子分
け｣というかたちで受け取ることもあるoこれは小作米と同じく他人の生産
物であるが,預け牛によって得たものが分離できないため,ここに言う販売
額に含んでいる｡また,耕作牛の賃貸料も,物ではないが自家で生産 した
サービスの販売という意味で含んでいる｡これらを含んだ意味での販売総額
5499円13銭7厘は,24戸全体の生産総額2万956円96銭4厘の26.2%に相当
する｡つまり,票田畦の農家24戸は,自家で生産した物とサービスのうち4
分の1ほどを販売し,約5500円の現金を得たことになる｡1戸あたりにする
と229円13銭 1厘である｡
上に整理した自家生産物販売による現金収入の概況は黒田畦の農家全体と
してのものである｡しかし,実際には各農家によって決して一様ではない｡
階層別に見たときには,どの程度の差異があったであろうか｡第4表によっ
て,各階層の1戸あたり自家生産物販売額とその構成を検討することで,階
層間における差異の問題を考えてみようo
自作型では,平均すると自家生産の44.4%を販売にまわすことができ,1
戸あたり398円63銭6厘の販売額を得た｡この販売で得た現金は自家生産所
得の59.4%に相当する｡種目別販売額を見ると,もっとも多いのが穀頬の
254円21銭 1厘で,販売総額の63.8%にのぼる｡第5表に示したように,この
穀類販売額の内訳は梗米212円82銭8厘 ･精米38円58銭3度 ･蕎麦 2円80銭
である｡梗米が穀類販売額の83.7%,精米が15.2%,両者では98.9%を占め
るoLたがって,販売総額の63.1%は梗 ･粍合わせた米によってもたらされ
たということが分かる｡販売総額における米,さらに言えば梗米の比率の高
いことが自作型の特徴である.穀類に続く主なものは特用作物59円50銭8厘
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第5表 農会加入農家穀撰販売額構成階層別 (1917年10月～1918年 9月)
農家24戸全体 自 作 型 自 小 作 塾 小 作 型
販 売 額 ☆ 1戸あたり販 売 額 ☆ 1戸あた り販 売 額 ☆ 去戸尭た晶 ☆
梗 米 円1,651.967(74.8) 15.3 円212.828(83.7) 51.1 円24.000(54.7) 4.7 5.000(62.5) 2.3
精 米 501.250(22.7) 45.8 38.583(15.2) 53.8 17.650(40.2) 42.2 1.667(20.8) 13.3
小 麦 5.000(0.2) ll.6 - 0.333(0.8) 15.3 -
燕 麦 48.340(2.2) 56.9 2.800(1.1) 53.2 1.836(4.2) 60.3 1.333(16.7) 51.3
萄 黍 1.000(0.05) 9.1 - 0.067(0.2) ll.7 -
注 1)各欄の☆は生産額を100としたときの販売額の比率を示す｡
(14.9%)と疏菜類30円46銭 2厘 (7.6%)で,外には目を惹くほどのものは
ない｡なお,朝鮮人参を主内容 とする特用作物 も疏薬類 も畑作物であ
り(15),この 2種に蓋類 4円19銭 7厘 (1.1% ) ･果実 3円79銭 2厘
(1.0%) ･花井10円88銭 3厘 (2.7%)を加えた畑作物 5種の販売額は108円
84銭 2度で,販売総額の27.3% ほ どである. また ,養蚕 11円25銭
(2.8%) ･畜産19円51銭 7厘 (4.9%) ･林業 1円78銭 3厘 (0.4%) ･副業
2円70銭 (0.7%),すなわち田畑からの直接的収穫物ではないものは,合わ
せて35円25銭 (8.8%)に過ぎない｡この階層は3階層のうちでもっとも多額
の現金を手に入れたが,その6割強は水田作物である米によるものであっ
たOわけても梗米の販売によるものが多く,これだけで現金収入の過半を得
るのがこの階層の特徴と言えよう｡
自小作型の場合,平均すると自家生産の20.1% しか販売にまわすことがで
きず, 1戸あたり販売額は191円86銭 6厘となった｡この販売で得た現金は
自家生産所得の40.4%に相当するとは言え,自作型 1戸あたり販売額の0.48
倍にとどまる額である｡自小作型がこうした位置に置かれた訳は販売額の種
(15)自作型の特用作物販売額の83.5%が朝鮮人参,外は桑11.4% ･茶3.8%などである0
-70-
大正期地方都市近郊農家の所得構造 735
日別構成に現われている｡種目別販売額の第 1位にくるのは畜産の44円98銭
7厘 (販売総額の23.4%)で,穀類43円88銭6厘 (22.9%)は第2位となっ
ているO穀類は生産額の僅か7.0%相当しか販売されなかったのである｡自
小作型の販売総額が少ない最大の要国は穀類販売額の少なさにある｡第5表
で明らかなように,蕎麦 1円83銭6厘とごく僅かの小麦 ･萄黍もあるが,穀
類販売額のほとんどが米によるものである｡梗米が24円,精米が17円65銭で
ある｡しかし,前者は自作型の1割1分,後者は4割6分ほどでしかない｡
特に梗米が少ない｡梗 ･粍合わせても,販売額は自作型の1割7分ほどでし
かない｡したがって,1戸あたり販売額における自作型との格差の主たる原
因が穀煩,特に梗米販売額の少なさにあることは明らかである｡また,販売
総額に占める米の比率が21.7%ばかりであることからすれば,自小作型に
あっては,現金獲得のうえでは米にばかり依存できず,そして実際に依存し
てもいなかったと言えよう｡この米という水田作物に対して,畑作物では,
特用作物29円72銭5厘 ･疏薬類24円19銭4厘および花井16円20銭を中心に計
75円42銭 (39.3%)の販売額をあげた(16)Oこれは米販売額の1.81倍であるO
なお,花井は特用作物 ･疏薬類を上まわるほどではないが,3階層のうちで
もっとも販売額が多く,自小作型の畑経営を特徴づけるものである｡いずれ
にしても,畑作物5種計販売額は自作型の0.69倍であるが,自小作型の畑耕
作面積が自作型のおよそ半分であることを思えば,決して少ない額ではな
い｡さらに,田畑からの直接収穫物でないものについても,畜産を中J[バこ林
業 ･養蚕 ･副業すべての種目で販売を行ない,販売額は合わせて71円95銭9
厘 (37.5%)である｡これは米販売額の1.73倍であるだけでなく,自作塾の
2.0倍にのぼる｡こうして,畑作物販売額と田畑からの直接的収穫物ではな
いものとの販売額合計は147円37銭9厘となって,自作型の144円9銭2厘を
(16)自小作型の特用作物販売額の84.6%が朝鮮人参,外は茶7.6%･桑7,3%などで,朝鮮
人参が大部分であることは自作型と同様である｡
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僅かながら凌ぐのである｡つまり,この階層は,畑経営に意を用い,同時に
田畑耕作以外の生産活動にも幅広 く取 り阻み,これらでは自作型以上の販売
額を実現しながらも,米で販売額をあげられないばかりに,自作型の半分足
らずという現金収入額にとどめ置かれることになったということである｡
小作型の場合はどうであろうか｡平均すると自家生産の18.2%しか販売に
まわすことができず,1戸あたり販売額は76円44銭5厘である｡この販売で
得た現金は自家生産所得の36.3%に相当するが(17),一言で小作型の特徴を言
うなら,販売額がきわめて少ないことである｡小作型の販売額は自作型の
0.19倍,自小作型の0.40倍で,自作型は言うに及ばず自小作型と比べても差
が大きい.こうなる訳は販売額の種目別構成を見れば一目瞭然であろうOま
ず,自小作型よりさらに穀類販売額が少ないことが指摘される｡販売額8円
というのは自小作型の2割にも届かない額でしかない｡第5表で分かるよう
に,8円の内訳は梗米5円 ･稀米 1円66銭 7厘 ･蕎麦 1円33銭3厘となる｡
雑穀もなくはないが,穀類販売額の大部分は米によるものである｡この点は
自小作型と違いはない｡ただし,梗米は自小作型の2割 1分,精米は僅か9
分であって,特に自小作型ではある程度の額があった粍米で差が大きい｡そ
れはともかく,梗 ･粍合わせた米販売額6円66銭7厘というのは,小作型の
販売総額の8.7%を占める額であるから,小作型にあってほ決 して無視でき
るものではない｡しかし,これは自小作型の1割6分,自作型に比べると僅
か3分にしかあたらない額であることも事実であるoLたがって,穀類,特
に米の販売がほとんどできないことが,1戸あたり販売額における他の2階
層との格差の原因の一つであることは明瞭である｡次に,畑作物の販売額の
少なさである｡疏菜類14円81銭2厘と花井14円66銭7厘にはぼ限られながら
(17)ここで言う小作型 1戸あたり自家生産所得額は210円31銭7厘で,第 1表の187円28
銭8厘とは一致しないoその理由は,後者が小作型4戸の平均であるのに対し,前者が
農会非加入の1戸を除いた3戸の平均であるためであるQ農会非加入の 1戸を除いた
のは販売額が記載されていないからである｡
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ち,畑作物 5種合わせて32円14銭6厘 (販売聡額の42.1%)分を販売した｡
畑耕作面積が自小作型の2割6分ほどの小作型の販売額としては,決して少
なくないと言うべきであろう｡しかし,この額は自小作型における畑作物販
売額の4割3分にしかあたらないのである｡さらに,田畑からの直接的収穫
物でないものの販売額も少ない｡養蚕は小作型では行なわれておらず,した
がって販売もないO畜産 3円は鶏卵の販売によるもので,他の2階層に見ら
れた牛飼育によるものはない｡林業 1円56銭 7厘も,宅地内竹林で得られた
竹材 ･竹皮が多少販売にまわったという程度のものである｡ただし,副業に
関しては26円66銭7厘という3階層中もっとも多い販売額をあげている｡小
作型の副業生産品のほとんど全部が藁製品と付木関係であるが,前者の
37.8%,後者の97.3%を販売してこの金額を得たのである｡この副業販売額
は他のどの種目の販売額よりも大きく,小作型にとっては自家生産物販売に
よる現金所得の点できわめて重要であったと思われるO副業を大部分とした
田畑からの直接的収穫物でないものの販売額合計は31円23銭4厘となり,販
売総額の40.9%を占めた｡とは言え,この額は自小作型の4割 3分にとど
まった｡つまり,この階層は唯一副業では3階層中最多の販売額をあげた
が,耕作面横の狭小ゆえに,基本的には米販売ができず,畑作物の販売も限
られていた｡こうして,自作型の5分の1,日小作型の5分の2ほどの販売
額に甘んじなければならなかったのである｡
以上の農会加入農家24戸を対象とした階層別自家生産物販売の考察を通じ
て,自家生産物販売による現金収入にどの程度の階層間格差があったかとい
う問題には一応の答を得ることができたと思われる｡それを整理すると次の
ようになる｡各階層の現金収入とその自家生産所得に対する比率は,自作型
398円63銭3度 ･59.4%,自小作型191円86銭6厘 ･40.4%,小作型76円44銭
5厘 ･36.3%であった｡3階層中もっとも多くの現金収入があったのは自作
型であるOこの自作型の現金収入を1.00とすると,自小作型0.48･小作型
0.19となるo換言すれば,自小作型の現金収入は自作型の5割弱に,小作塑
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のそれは自小作型の4割 ･自作型の2割弱にとどまった｡自作型 ･自小作型
間にも,自小作塾 ･小作型間にも明瞭な格差が認められる｡なお,現金収入
が現物所得も含む自家生産所得全体に対する比率を見ると,自作型より自小
作型が,自小作型より小作型が低くなっているから,現金収入における階層
間格差は,現物所得も含む自家生産所得全体におけるそれよりさらに大き
かったと言えよう｡確認のため,自家生産所得における格差を記すと,自作
型を1.00とするとき,自小作型0.71･小作型0.31である(18)a
絶対的にも相対的にも大きなこの格差は,主としてどのような種類の販売
物の多寡に由来したかを付言すれば,当然ながら,それは梗米であった｡自
作型の梗米販売額を1.00とすると,自小作型0.ll･小作型0.02であった｡も
ちろん,主な畑作物の販売額にも多寡はあった｡しかし,主な畑作物の販売
額は,自作型1.00のとき自小作型0.69･小作型0.30であったから,梗米ほど
の差ではなかった｡また,田畑からの直接的収穫物でないものの販売額に
あってほ,さらに差は小さい｡この販売額は,自作型1.00,日小作型2.04･
小作型0.89であったから,自作型より多い自小作型の販売額はむしろ梗米 ･
畑作物販売額による自作型との格差を縮小するものであったし,小作型の販
売額も自作型に迫る程度までいっていたoLかし,それらは梗米によって生
じた自作型との差を解消するほどのものではなかったのである｡
2.自家生産外所得と総所得
黒田瞳の農家25戸のうち1戸は戸主が ｢労力請負業｣を営む兼業農家で
あったし,専業農家と分類された農家と言えども農業以外の仕事に従事する
家族のいる例もあった｡こうした農家には,当然,それらの仕事がもたらす
(18)小作型の0.31は,販売額が不明の1戸を除いた場合の数字であるから,第1表から算
出される0.28とは一致しない｡
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所得があったに違いないOまた,全くの農業専業であっても,自家生産によ
るもの以外の所得が何程かはあったであろう｡そこで,農業に林業 ･副業を
も含めた自家の生産活動による所得ではないものを自家生産外所得としてそ
の階層別 1戸あたり金額を明らかにし,これと前項で見た自家生産所得とを
合わせた黒田畦の階層別1戸あたり総所得を算定してみようCただ,自家生
産外所得と一口に言っても内容は多種多様であるので,第6表のように,そ
れらを受取小作料および宅地貸付料 ･利子配当 ･賃金 ･雑収入の4種目に類
別して(19),階層による自家生産外所得の大きさの相違だけでなく内容の相違
にも留意したい｡まず,各階層の1戸あたり自家生産外所得額とその内容を
整理すると次のようである｡
自作型では,1戸あたり自家生産外所得が347円89銭 1厘となる｡これは,
第 1表で見たこの階層の1戸あたり自家生産所得の5割2分に相当する金額
であり,また,農家3階層の自家生産外所得のうちもっとも多い額である｡
347円89銭 1厘の内訳は受取小作料および宅地貸付料265円14銭5厘 (自家生
第6表 農家の自家生産外所得階層別 (1917年10月～1918年9月)
小作料 .貸地料(A) 利 子配 当 (B) 賃 金 (C) 雑 収 入 (D) 計 (E)I
lil-pJ当たり A/E×1001戸当たり B/E×1001戸あたり･C/E×100･戸あたり Dx1.E.1戸当たり ☆
農家全体 門 49.6 円 17.0 円 29.2 円 4.1 円 0.2764.248 22.088 37.891 5.344 129.571
自 作 型 265.145 76.2 72.346 20.8 5.317 1.5 5.083 1.5 347.891 0.52
自小作型 1.022 1.8 7.670 13.6 41.859 74.3 5.787 10.3 56.337 0.12
注 1)☆は自家生産外所得 (E)/自家生産所得
(19)利子配当は貯金や貸金および有価証券や出資金によって得られたもので,住民によ
る融通講に係わるものは含まれていないO賃金は日雇い賃金と給金 ･給料が主である
が,｢労力請負業｣による所得と恩給も含むO雑収入は他の3種目に分煩されないもの
で,主としてもらい受け金品である｡なお,自小作農家の1人が余業とする理髪による
収入も雑収入に分燥されている0
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産外所得の76.2%) ･利子配当72円34銭6厘 (20.8%) ･賃金5円31銭7厘
(1.5%) ･雑収入5円8銭3厘 (1.5%)となる｡自作型の自家生産外所得
が他のどの階層よりも多いのは,受取小作料および宅地貸付料と利子配当が
あるためである｡なかんずく,受取小作料および宅地貸付料は,農家によっ
て金額に差はあるが,自作型の6戸すべてに認められ(20),平均すると自家生
産外所得額の4分の3を占める｡ただし,小作料も宅地貸付料も受領の形態
は梗米で,1戸あたり10.643石を得た｡自作型 1戸あた り自家生産梗米は
16.665石であるから,小作料および宅地貸付料10.643石は,自家生産量の6
割4分に相当する｡この全量が販売にまわされており,その販売額が上記の
265円14銭5厘というわけである｡また,他の階層に比べると利子配当が多
いことも自作型の特徴である(21)｡これも6戸すべてに認められ,平均すると
自家生産外所得額の5分の 1を占めるOもう少し具体的に言えば,6戸が株
券 ･債券の配当を,6戸が貯金利子を,3戸が個人的貸金による利子を得て
いる｡そして,1戸あたり利子配当72円34銭6厘の内訳は株券 ･債券の配当
ll.2%,貯金利子79.0%,貸金利子9.7%であるから,金融資産の運用では貯
金が中心である｡この時期になると地主層では有価証券投資がかなり広汎に
見られるようになると言われているが,自作型農家にまでは浸透していない
ということであろう(22)Q黒田畦の自作型の場合,全戸に,そして最少でも自
家生産所得の1割相当の,貸付地のもたらす所得があるためであろうか,ほ
かに自家生産外所得の増加を積極的に図っているとは考え難いO
(20)受取小作料は6戸すべてに存在するが,宅地貸付料を受け取るのは2戸である02戸
計の宅地貸付料は37円72銭5厘で,受取小作料および宅地貸地料 6戸合計額1590円87
銭の2.4%である｡
(21)自小作塾の7円67銭および小作型の76銭8厘と比較すると,自作型の72円34銭 6厘
が多いのは事実である｡しかし,大庭村全491戸の1戸あたり (1918年 1年間)は31円
76銭7厘であるから,村平均から言えばせいぜい2.3倍程度であるO黒田畦の自作型農
家の利子配当が村の中でも特に多いというわけではない｡大庭村の数字については 『大
庭村調査責.』9ページ参照｡
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日小作型では,1戸あた り自家生産外所得が56円33銭 7厘 となるo これ
は,第 1表で見たこの階層の 1戸あた り自家生産所得の 1割 2分に相当する
金額でしかなく,また,農家 3階層の自家生産外所得中もっとも少ない額で
しかない056円33銭 7厘の内訳を見ると,受取小作料および宅地貸付料 1円
2銭 2厘 (自家生産外所得の1.8%) ･利子配当7円67銭 (13.6%) ･賃金
41円85銭 9厘 (74.3%) ･雑収入 5円78銭 7厘 (10.3%)となる｡自小作型
にも受取小作料および宅地貸付料が多少はある｡これは自小作型15戸中4戸
に借入面積を越えない若干の貸付地があることに よるものである(23)｡ しか
し,額が僅かであるばか りでな く,この階層が支払 う1戸あた り小作料およ
び宅地借地料の0.3%にしか相当しないことからすれば,自小作型の自家生
産外所得を特徴づけるものではないOまた,利子配当に関しては,14戸が株
券 ･債券の配当を,14戸が貯金利子を得ているが,その内訳は株券 ･債券の
配当5.6%,貯金利子94.4%であるから,金融資産の運用では 自作型以上に
貯金中心となっている(24)｡ しかも,1戸あた りにすると7円67銭であって,
これは自作型の 1割程度に過ぎない｡自小作型にあって自家生産外所得の4
(22)1917年10月から翌年9月の1年間に1戸あたり利子配当72円34銭6厘をもたらした
金融資産はどれほどの額であったであろうか｡1918年1月における自作型6戸の合計
額が8213円6銭8厘 (1戸あたり1368円84銭5厘)であったから,これに近似と推測で
きる｡そのうち,株券･債券は7,8%･64=0円(払込金牧,八束銀行株券2戸･4=75円,農
工銀行株券2戸･50円,貯蓄債券2戸･lo門,勧業債券1戸･lo門,大庭村信用取合出
資金6戸105円)である｡これに対して貯金が85.8%I7045円52銭8厘,そして貸金が
6.4%･527円54銭であるから,株券･債券の比率は高くないO戸別に見ると,自作型6
戸のうち,耕作地の1.47倍の貸付地を所有する1戸のみ5910円 (年間自家生産所得の
11.47倍)の金融資産を持つが,他の5戸は200円台から700円余りまでで,年間自家生
産所得の4割強から1倍強程度のものである｡5910円を有する1戸でも株券 ･債券の
比率は6.9%(八束銀行株券400円･信用組合出資金10円)でしかないQ果EF畦の自作塑
程度の金融資産額では,有価証券投資には向かわないということであろう｡
(23)3戸の貸付地については恒常的なものである｡残り1戸の貸付地は ｢蚕豆を作付した
れども其の畑を人参畑に貸出たれば収穫なし共の損害として米五升を得たり｣(『柴田
畦調査書』89ページ)と言われる,臨時的なものである｡
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分の3と大部分を占めるのは賃金所得である｡自小作型15戸が得た賃金所得
627円88銭のうち,262円88銭 (41.9%)が ｢日傭｣賃金所得,200円
(31.9%)が ｢電灯工夫給料上 165円 (26.3%)が ｢労力受負業｣所得であ
ち (25)｡ただ,｢日傭｣賃金所得は15戸中13戸に認められるが,｢電灯工夫給
料｣と ｢労力受負業｣所得は各 1戸に認められるのみである｡そして,電灯
工夫と労力受負業者は ｢年中部落内に居住して通勤す｣る ｢農業以外労働
者｣あるいは ｢農以外労働者｣とされているから(26),この2着の所得は専業
者による継続的な農外所得と言ってよい｡これに対して,｢日傭｣賃金所得は
15戸車13戸とほとんどの農家に認められるが,13戸平均1戸あたりで見ても
20円22銭2厘 ･40.8人役はどのものであるOつまり,自小作型の大部分に
とって,自家生産外所得は ｢日傭｣賃金が主な内容であって,農業従事者が
自家の農事の合間に稼ぐ程度のものと考えられる(27)｡専業者による継続的な
農外所得を得ている農家もあるが,その場合でも自家生産所得を上まわるほ
どのものではない｡
小作型では,1戸あたり自家生産外所得が76円71銭8厘となる｡これは,
第1表で見たこの階層の1戸あたり自家生産所得の4割 1分に相当する｡ま
た,農家3階層の自家生産外所得中2番目に多い,すなわち自小作型のそれ
を上まわる額である｡76円71銭 8厘の内訳を見ると,利子配当76銭 8度
(24)1918年1月における自小作型15戸の合計金融資産は1897円60銭7厘 (1戸あた り126
円50銭7度)であったOこの内訳は株券 ･債券5.8%･110円 (勧業債券1戸 ･10円,伝
用組合出資金14戸 ･100円),貯金78.1%･1481円28銭7厘 (14戸),貸金16.1%･306円
32銭 (10戸 .全額融通講貸金)となる｡
(25) ｢受負業｣所得については,これを ｢受負業収入｣200円から ｢受負業雇人雇賃｣35円
を差し引いたものとした｡『黒田睦調査書』108,111ページ参照D
(26)『黒田瞳調査書』3ページおよび104,181ページ参照｡
(27)集落全体の労働力の過不足について述べた箇所に ｢農閑時には過剰労力を生ずるを
以て副業又は賃稜労働に従事し･･(略)-然れども現在の状態に於ては大なる過剰労力
なく｣(『黒田畦調査書』7ページ)とあるo焦稼労働の種頬については,自小作型農家
に 1例のみ ｢紙漉き｣(同187ページ)との注記があるが,外は不詳である｡
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(1.0%)･賃金71円87銭5厘 (93.7%)･雑収入4円7銭5厘 (5.3%)と
なる｡利子配当は所得として取り上げるほどの額でなく,各階層に共通する
雑収入を除くと,この階層の自家生産外所得のほぼ全部が賃金所得であると
言ってよい｡小作型4戸の合計賃金所得287円50銭のうち,180円 (62.6%)
が ｢丁稚奉公｣による所得で,107円50銭 (37.4%)が ｢日傭｣賃金所得であ
る｡前者は1戸にのみ認められ,戸主の長男の松江市某商店への ｢出稼｣に
ょるものとされているから(28),期間の限られた農外所得と推測するのが妥当
であろう｡後者は4戸すべてに認められ,1戸あた りにすると26円87銭 5
厘 ･62.5人役となるoこのように,小作型の自家生産外所得が,自小作型と
同様に賃金所得を主内容としつつも,額において自小作型を上まわったこと
は事実であるoLかし,この階層の給与所得が自小作型のそれ以上に継続
的 ･安定的なものとは考え難いし,また,1戸あたり ｢日傭｣賃金所得は自
小作型より多いが,やはり農業従事者が自家の農事の合間に稼ぐ程度の域を
出るものではないと言うべきであろう｡
以上見てきた自家生産所得と自家生産外所得を合わせた農家の総所得を階
層別 1戸あたりで整理すると,第7表のようになるが,この表で改めて注目
したいのは次の2点である｡まず 1点は,総所得に占める自家生産所得の比
第7表 農家の総所得階層別 (1917年10月～1918年9月)
総 所 得 (A) 自家生産所得 (B) 自家生産外所得 (C)
1戸あたり 1戸 あ た り(B/AX100) 1戸 あ た り(C/AX100)
農家全体 円 0,59 円 0.71 円 0.73605.344 475.773(78.6) 129.571(21.4)
自 作 型 1,019.377 1.00 671.486(65.9) 1.00 347.891(34.1) 1.00
自小作型 530.755 0.52 474.418(89.4) 0.71 56,337(10,6) 0.16
(28) 『黒田畦調査書』112,116ページO
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率である｡全農家25戸の平均 1戸あたりのそれは78.6%と算出された｡自作
型で65.9%,自小作型では89.4%,小作型では70.9%となった｡全体の平均
で見ても,階層別の平均で見ても,黒田畦農家の所得の大部分は自家生産所
得である｡すなわち,これらの数字は,階層によっては貸付地所有に由来す
る所得があったり賃金所得で補完されなければならなかったにしても,黒田
畦における農家経営の基盤があくまでも自家の農業生産にあったことを明瞭
に示している｡分けても自小作型の自家生産所得比率は高い｡この高さは,
耕作面積は自作型の0.88倍でありながら,生産費を節約し,かつ労働力のほ
とんどを自家生産に投入して自作型の1.06倍の自家生産額をあげたこの階層
の経営の結果であるQそして,自小作型が量的にも質的にも集落における農
業生産の中心的位置を獲得していたことを所得構成の面から裏付けるものと
理解される｡
注目したい2点目は総所得額における階層間格差であるO全農家25戸の平
均 1戸あたりの総所得は605円34銭4厘と算出されたが,自作型は1019円37
銭7厘,自小作型は530円75銭5厘,小作型は264円6厘となった｡自作型の
総所得を1.00とすると,自小作型0.52,小作型0.26である｡集落における農
業生産の中山的位置にある日小作型も,所得額の点では自作型の半分強とい
う位置に置かれる結果となった｡また,耕作両横が自小作型の3分の1余 り
の小作型は,自家生産外所得で補っても,自小作型の半分の総所得額に甘ん
じなければならなかったoつまり,同じく自家の農業生産に基盤を置く経営
とは言え,階層によって所得には大きな格差が存在 していたことが明瞭と
なった｡換言すれば,黒田畦は村の中で土地所有規模 ･耕作規模ともに格差
の比較的小さい集落であるにもかかわらず,全農家25戸の平均 1戸あたりの
絶所得605円34銭4厘はこのような階層間格差を内包する数字であったとい
うことであるO
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3.むすびに代えて一可処分所得
最後に,上に算出した総所得から租税公課と負債利子を差し引いて農家の
手元に消費可能なものとして残る金額を可処分所得とし,これを確定してお
きたい｡第8表が階層別1戸あたりの租税公課 ･負債利子(29),そして可処分
所得額である｡
租税公課と負債利子とは家計消費の前に支出しなければならない諸負担で
あるが, 2者の合計額と総所得に占める比率は,自作型85円68銭 7厘 ･
8.4%,自小作型13円35銭 ･2.5%,小作型 2円25銭 1厘 ･0.9%である｡この
うち負債利子は,自作型で 1円70銭 ･2.0% ,自小作型で 1円88銭 5厘 ･
14,1%,小作型43銭 6厘19.4%であって,各階層とも絶対的にも相対的にも
小さいOただ,自作型の1戸と自小作型の2戸に土地購入のための借入が認
められるが(30),農業経営のための積極的借入が活発に行なわれている状況と
第 8表 農家の租税公課 ･負債利子と可処分所得階層別
(1917年10月～1918年9月)
租税公課 (A) 負債利子 (B) 小 計 (C) 可 処 分 所 得
1戸あたりA/C×1001戸あたりB/C×1001戸あたり ☆ ･戸あたりl
農家全体 H 94.4 円 5.6 円 4.8 円 0.6227.326 1.609 28.935 576.409
自作 型 83.987 98.0 1.700 2.0 85.687 8.4 933.690 1.00
自小作塾 ll.465 85,9 1.885 14.1 13.350 2.5 517.405 0.55
注1)負債利子に融通諸掛涙金は含んでいないC
2)☆は総所得を100としたときの比率｡
3)可処分所得は総所得から租税公課および負債利子を差し引いたものO
(29)租税公課の内容は国税 ･県税 ･村税および農会費であるO負債利子は大庭村信用風
合および個人からの借入の利子で,融通講掛戻金は含まない｡
(30)3戸の借入額は自作型100円,自小作型45円と不詳 (1916年借入,1918年 1月現在残
高128円)である｡『黒田畦調査書』88,143,174ページ｡
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は言い難い｡金融資産額を1.00とした時の負債額は,自作型で0.18,日小作
型で0.27,小作型で0.79であるから,どの階層にあっても負債額は金融資産
額を越えるものではない｡諸負担の大部分を占めるのが租税公課であること
は3階層に共通している｡
租税公課を主内容とする諸負担支出の後の可処分所得額は,全農家25戸の
平均1戸あたりでは576円40銭9厘と算出されるが,自作型は933円69銭,自
小作型は517円40銭5厘,小作型は261円75銭 4厘となる｡自作型のそれを
1.00とすると,自小作型0.55,小作型0.28である｡このように,可処分所得
で見ても,総所得におけるとほぼ同程度の階層間格差が存在していたことが
明瞭となった｡以上,各階層の可処分所得額と階層間格差の程度を確定した
ことをもって,本稿の結論としたい｡この可処分所得が黒田畦農家の消費生
活の基盤であったとすると,家計消費の規模と内容,そして,その階層間格
差がどのようなものであったかを考察することが次稿の課題となる｡
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An Analysis of Gross Farm Household
Income-1918-Shimane
Sumako Kimura
This paper aims to clarify the feature of the income of farms of Sanin
district in 1910s. This is the premise work to clarify the whole structure of
the farm household in those days. The crux of a matter exists in the
difference of farmers' strata. The subject place of investigation is called
kuroda-une, Ohba-son, Yatsuka-gun, Shimane-prefecture. The used
materials is so-called Son-ze consisted of 25 farm households researched
in 1918.
The most income of the 25 farm households justly consists of self net
agricultural income. That is gained by deducting the production cost and
payable farm rents from gross agricultural income.
Turning our attention to outer self agricultural income, this consists
of mainly receivable farm rents and wages.
Finally we get the disposable income by deducting the tax and
repayable debt interest. We can conclude that there is a tremendous
difference in disposable incomes among all farmers' strata.
-83-
